
GNSS による地殻変動推定における時間分解能向上のための技術開発 
（第 3 年次） 

実施期間 平成 26 年度～平成 28 年度

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 宗包 浩志

1. はじめに

国土地理院では，日本列島における地震・火山活動による地殻変動の監視やその発生機構の理解の

ために，電子基準点による GNSS 観測を行っている．これにより得られたデータから GNSS スタティ

ック解析により日々の座標値が算出され，地殻変動を把握するために広く利用されてきた．しかし近

年，より高時間分解能で地殻変動を把握するために，観測間隔毎に観測点座標値を推定する GNSS キ

ネマティック解析が注目されている．

高時間分解能での地殻変動時系列が得られれば，地震発生・火山噴火前後の永久変位だけでなく，

断層の破壊過程において発生した地震波による振動，断層の破壊が余効すべりに至るまでの地殻変動，

また，火山噴火に至る直前までの地殻変動を捉えられる可能性がある．さらに，GNSS キネマティッ

ク解析をリアルタイムで行うことで，地震時断層すべりを即時的に推定し，巨大地震の地震規模を精

度良く求めること等も可能である（Blewitt et al.，2009；Ohta et al.，2012）．しかし，GNSS キネマテ

ィック解析では GNSS スタティック解析に比べると観測時間が短くなり，可視衛星数も減少するため，

推定される座標時系列のばらつきが増加する．そのため，GNSS キネマティック解析を用いて地殻の

状態を推定するには，座標時系列のばらつきを抑え，精度良く地殻変動を抽出することが重要となる．

2. 研究内容

本研究ではまず，キネマティック解析によって推定される座標時系列の誤差低減手法の開発を行う．

次に，座標時系列に含まれるシグナルとノイズをそれらの時空間特性を考慮することによって分離し，

地殻変動を細かい時間分解能で抽出する技術の開発を行う．最後に，地震や火山活動による地殻変動

を準リアルタイムでモデル化し，地殻の状態を推定するシステムのプロトタイプを開発する．

本年度は，キネマティック座標時系列から地震・火山活動に伴う地殻の状態の変化を準リアルタイ

ムで推定するシステムのプロトタイプを構築した．

3. 得られた成果

本研究で構築したプロトタイプは以下の 3 つの要素から構成される．1）リアルタイムキネマティッ

ク解析により電子基準点の位置の時系列を生成する測位部，2）測位結果から，高精度な地殻変動デー

タを生成するフィルタリング部，3）2）で生成される地殻変動データを用いて，地殻状態の変化を準

リアルタイムで推定するインバージョン部．このうち，1）については，初年度に開発した誤差低減手

法（川元，2015）を取り入れつつ，電子基準点のリアルタイムデータストリームから，RTKLIB（Takasu,

2014）を用いて RTK 測位を行うシステムを構築した．また，2）については昨年度開発した主成分・

独立成分分析による地殻変動データ抽出手法（川元, 2016）をベースに，RTK 測位結果から準リアル

タイムに高精度な地殻変動を抽出するフィルタを構築した．また，3）については，アンサンブルフィ

ルタ/スムーザによる時間依存インバージョン法（例えば McGuire and Segall, 2003）を実装した．アン
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サンブルスムーザとしては，固定ラグスムーザ（例えば樋口ほか，2011）を採用し，新たに計算をや

り直すことなく逐次的に平滑化された状態が推定できるようにした． 

 次に本システムについて，シミュレーションデータを用いた復元実験により性能を確認した．まず，

三宅島 2000 年噴火の際を想定し，山体下の球状マグマだまりの深さが時間の経過とともに浅くなり，

かつ周期的にマグマだまりの圧力が変化する状況を仮定し，誤差を含んだ観測データを生成した．そ

して，そのデータから本システムによりマグマだまりの深さ及び圧力の復元を試みた．その際，観測

点としては 2000 年当時の GPS 観測点（Munekane et al.，2016） を仮定し，観測データには水平 5mm, 

上下 1cm の観測誤差を与えた．観測データは 60 分間隔とし，0-7200 分までの計 120 ステップを与え

た．なお，時間依存インバージョンにおいて用いるシステムノイズについては，事前に自己組織化状

態空間モデル（Kitagawa，1998）により推定したものを与えた．アンサンブルスムーザのラグ数は 8

（480 分に相当）とした． 

図-1 に復元されたマグマだまりの深さ，圧力を示す．実線（赤線）で示される真値に対し，アンサ

ンブルフィルタ（EnKF）及びスムーザ（EnKS）ともに，ほぼ正しい値が復元されていることがわか

る．また，アンサンブルスムーザのほうが，よりばらつきの少ない結果を与えていることがわかる． 

 

 

図-1 シミュレーションデータより復元されたマグマだまりの深さ，圧力． 

 

4. 結論 

キネマティック座標時系列から地震・火山活動に伴う地殻の状態の変化を準リアルタイムで推定す

るシステムのプロトタイプを構築した．また，シミュレーションデータによりプロトタイプを用いて

正しくマグマだまりの状態を逐時推定することができることを確認した． 

今後は，本システムを定常的に運用し，システムのチューニング及び実際の地震・火山現象への適

用を行う予定である． 
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精密単独測位型 RTK(PPP-RTK)を用いたリアルタイム地殻変動把握技術の開発 
（第 2 年次） 

 

 

実施期間 平成 27 年度～平成 29 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

宗包 浩志 

 

1. はじめに 

近年 GNSS 測位の分野では，精度の高い位置情報をほぼリアルタイムに近い時間で得ることができ

るリアルタイムキネマティック測位（RTK）技術が進展し，様々な分野で活用されている．地殻変動

監視で RTK を導入する場合，より高い精度を実現するため，基準局との相対的な位置を求める相対測

位が行われるのが一般的である．しかしながら，相対測位では，基準局と観測局の間の距離が長いと

精度が劣化するため，広域を対象とする場合，複数の基準局を設けて基準局と観測局との距離が長く

ならないようにする必要があるが，それでは絶対的な地殻変動量の把握が困難となること，また，観

測局数の増大に伴う計算負荷の増大が著しくなるため，大規模化や複数衛星データの利用（マルチ

GNSS 化）を要するシステム構築が困難であること，などの問題点があった． 

そのような背景の下，精密単独測位型 RTK（Precise Point Positioning RTK; PPP-RTK）と呼ばれる手

法が，近年，急速に発展し，世界的に研究が進められている．PPP-RTK とは，国際 GNSS 事業

（International GNSS Service; IGS）などの外部機関から提供される，GNSS 衛星の精密な軌道及び時刻

情報を用いて，各観測局で単独測位を行うものである．PPP-RTK では，衛星毎に異なる位相端数バイ

アス（Fractional Cycle Bias; FCB）と呼ばれる補正情報を追加することで，単独測位において波数の整

数不確定性を決定する（Ambiguity Resolution; AR）ことが可能となり，相対測位型 RTK に比べ，格段

に少ない計算負荷で匹敵する精度を出せることが示されていることから，将来的には，電子基準点に

おけるリアルタイム地殻変動把握業務への応用が期待されている． 

しかしながら，現時点では，PPP-RTK において安定的に AR を行う手法の開発やマルチ GNSS への

対応など技術的な課題が残され，安定した精度（座標再現性）を実現する手法まで到達しておらず，

実用的な段階にはない．また，将来的なリアルタイム地殻変動把握業務での実運用を想定した，地殻

活動時における地殻変動把握能力，異常値の発生頻度などの評価，あるいは，外部機関からの GNSS

衛星の精密な軌道及び時刻情報が途絶した場合に，GEONET データのみを用いてそのような情報を安

定的に生成できるか，などの評価は行われていない． 

以上のことから，PPP-RTK を用いてより安定した測位精度を実現するために必要となる技術を開発

するとともに，それを適用して PPP-RTK によるリアルタイム地殻変動把握のためのプロトタイプシ

ステムを構築し，実運用を想定した評価を通じて改良を加え，完成させることが必要である．  

 

2. 研究内容 

本研究では，PPP-RTK において安定した座標再現性を実現するために必要となる技術開発（安定的

なリアルタイム AR 手法，マルチ GNSS 測位安定化手法の開発）を行う．また，電子基準点データか

ら PPP-RTK に必要となる補正情報（衛星軌道・時刻情報・AR のための補正情報）を生成する手法を

開発する．次に，それらの手法に基づいて PPP-RTK によるリアルタイム地殻変動把握のためのプロト

タイプシステムを構築し，実運用を想定した評価を通じて改良を行い，完成させる． 
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本年度は，キネマティック PPP-AR 法によるリアルタイム地殻変動監視に向け，リアルタイムに PPP-

AR 補正情報を生成するシステムを構築したので，その内容について報告する． 

 

3. 得られた成果 

今回構築したリアルタイムに PPP-AR 補正情報を生成するシステムは，解析エンジンとして宇宙航

空研究開発機構で開発された MADOCA0.7.4（高須ほか，2013）を用いている．生成する補正情報は，

衛星軌道，時計及び Fractional Carrier Bias（FCB）である．対象とする衛星系は GPS 及び GLONASS

であり，衛星軌道・時計は GPS 及び GLONASS，また FCB は GPS の情報を出力している．補正情報

生成に用いるデータとしては，電子基準点 29 点及び国際 GNSS 事業のリアルタイム GNSS 観測点 35

点（図-1）の GNSS データストリームを用いた． 

図-2 に，本システムで生成された PPP-AR 補正情報のうち衛星軌道情報について，国際 GNSS 事業

により公開されている超速報暦（実測部分）との差を示す．両者の差はほぼ 10cm 程度と小さく，本

システムにより安定して高精度の衛星軌道が推定されていることが分かる． 

 

 

図-1 リアルタイム PPP-AR 補正情報生成に用いた観測点．（左）全観測点，（右）そのうち電子基準点． 
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図-2 国際 GNSS 事業から公開されている衛星軌道（超速報暦の実測部分）と，本システムにより生成

された衛星軌道との差． 

 

4. 結論 

キネマティック PPP-AR 法によるリアルタイム地殻変動監視に向け，リアルタイムで PPP-AR 補正

情報を生成するシステムを構築した．現在外注作業により，本システムにより生成された補正情報を

用いた PPP-AR の測位精度の評価作業を実施中であり，その成果は次年度に予定しているリアルタイ

ム PPP-AR 補正情報生成システムの安定化作業において反映される予定である． 
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精密重力ジオイドに基づく高さ基準系の構築に関する研究（第 1 年次） 
 

 

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

松尾 功二  宮﨑 隆幸 

 

1. はじめに 

国土地理院では平成 24 年 11 月よりスマート・サーベイ・プロジェクト（SSP）を開始し, GNSS を

活用した標高測量作業の効率化を推進している．また，国際測地学連盟は，平成 27 年 6 月に国際高さ

基準系の実現に関わる決議を採択し，世界各国に対し，ジオイドに準拠した高さ基準系の整備を推奨

している．このような背景から近年，水準測量に基づく従来の高さ基準系とジオイドに準拠する高さ

基準系との間の整合性の確保が世界的にも重要な課題となっている． 

現在の水準観測に基づく標高体系と重力ジオイド・モデルに準拠する高さ基準系との間には，最大

で約 20cm の系統差（ズレ）があることが分かっている（Kuroishi, 2009）．しかしながら，その主要因

が，水準測量の誤差によるものなのか，または重力ジオイド・モデルの誤差によるものなのか，正確

には分かっていない．これは，正確な評価を行うための測地データがこれまで十分に得られなかった

ことに起因する． 

近年，地上重力観測器機の高精度化や新たな重力観測衛星の登場によって，効率的かつ高精度に地

球上の重力観測値が得られるようになった．特に，2009 年に欧州宇宙機関により打ち上げられた重力

偏差衛星 GOCE は，中～長波長の空間成分に関してはジオイド高で約 5cm の観測精度を有しており，

そのデータの活用によって，現在の重力ジオイド・モデルの精度を大きく向上させることが可能であ

る．すなわち近年になり，2 つの高さ基準系間で見られた系統差について，より正確な評価を行うこ

とができる環境が整いつつあると言える． 

そこで本研究では，最新の重力データと解析手法を用いて精密な重力ジオイド・モデルを構築し，

それに基づく新たな高さ基準系を構築する．これにより，現行の標高体系との間に見られる系統差の

要因を明らかにし，両者の整合性を確保する．そして，精密重力ジオイド・モデルに基づく高さ基準

系を，現行の標高体系の品質管理および将来の更新の基盤として活用するための環境を整備する． 

 

2. 研究内容 

本年度は，精密重力ジオイド・モデルの構築に関わる各種の計算処理を，グラフィカル・ユーザ・

インターフェース（GUI）を通じて容易な操作で実行できるソフトウェア・パッケージ（高さ基準系

解析システム）の開発を行った．具体的には，平成 27 年度の一般研究「日本のジオイド決定の高度化

に関する研究」で得た知見をもとに，各種計算プログラム（ジオイド・プログラム）を開発し，これ

に GUI を実装した．ジオイド・プログラムは，Python モジュールと Fortran モジュールで構成され，

それぞれ表-1 および表-2 で示す機能を有する． 
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表-1 ジオイド・プログラムの Python モジュール一覧 

プログラム名 機能 

makecrse.py 計算点ファイルの生成 

calc_ggm.py 長波長ジオイド高および重力異常値の計算 

calc_terrain_nc.py 間接効果の計算 

calc_grv_res.py 残差フェイ重力異常値の計算 

interp_grv_res.py 残差フェイ重力異常値の内挿およびグリッド化 

calc_geo_res_meissl.py Meissl 法による残差ジオイド高の計算 

calc_geo_res_feather.py Featherstone 法による残差ジオイド高の計算 

eval_geo.py 
実測ジオイド高との比較による精密重力ジオイド高

の精度評価 

sumup_geo.py 精密重力ジオイド高の計算 

 

表-2 ジオイド・プログラムの Fortran モジュール一覧 

プログラム名 機能 

_geostokes.so 球面調和関数の次元をポテンシャルに変換 

_grvstokes.so 球面調和関数の次元を重力に変換 

_PlSchmidt.so シュミット正規化ルジャンドル陪関数の導出 

_MakeGridPoint.so 球面調和関数の展開 

_PIDE.so 間接効果の計算 

_getftk.so Molodensky-Stokes 修正積分核の導出 

 

GUI 画面に，各種入力データ（重力データ，数値標高モデル，GNSS 水準データ）のパス，パラメ

ータ値，計算モードを入力し，プログラムを実行すると，所定のディレクトリに計算結果が出力され

る．計算モードには，「精度評価」，「ポイント計算」，「グリッド計算」の 3 パターンがある．「精度評

価」は，GNSS 水準点（971 点）での重力ジオイド高を算出するもので，GNSS 水準法による実測ジオ

イド高と比較することで，重力ジオイド高の精度を評価する．「ポイント計算」は，GUI 画面上で指

定した地点（緯度・経度）における重力ジオイド高を算出するものである．「グリッド計算」は，GUI

画面上で設定した空間領域（緯度・経度・間隔）における重力ジオイド高を算出するものである．図

-1 に，「精度評価」を選択した際のフローチャートを示す． 

このプログラムにより作成した重力ジオイド・モデルの精度は約 6cm で，現行のモデル（JGEOID2008）

と比べて約 2.5cm 精度が向上している．これは，重力衛星 GOCE のデータを含む最新の衛星重力場モ

デルを導入した点や，衛星アルティメトリによる最新の海上重力場モデルの導入，重力地形補正の改

良，各種重力データの結合手法の改良などにより実現された（松尾・宮﨑, 2016）． 

 

3. 結論 

 ジオイド・プログラムの開発により，誰もが容易に精密重力ジオイド・モデルを構築する環境を整

備した．GUI 操作によって各種パラメータ値を自由に調整することができるため，データの追加・更

新に応じて最適な重力ジオイド・モデルを再構築することが可能である．このプログラムを用いてジ

オイド・モデルを作成した結果，その精度は約 6cm となり，現行のモデル（JGEOID2008）と比べて

約 2.5cm 精度が向上した．計算時間は，ハードウェア環境とパラメータ値によるが，Intel Xeon プロ

セッサ E5-2695v4（2.1Ghz）を用いた場合，おおよそ 3 日ほどで完了する． 

 現在の計算手法は，ストークス理論（ヘルマート第二凝縮化成）に基づく除去復元法である．今後

-145-



は，モロデンスキー理論（調和接続）や最小二乗結合法などの計算機能を実装する予定である．また，

計算結果を容易に画像出力するためのグラフィカル・ツールの開発も行う予定である． 

 
 

図-1 ジオイド・プログラムのフローチャート（精度評価）． 

 

参考文献 

Kuroishi, Y. (2009): Improved geoid model determination for Japan from GRACE and a regional gravi

ty field model, Earth Planets Space, 61, 807-813. 

松尾功二，宮﨑隆幸（2016）：日本のジオイド決定の高度化に関する研究（第 2 年次），H27 国土地

理院調査研究年報． 
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将来の測地基準系の保持手法に関する研究（第 5 年次） 
 

 

実施期間 平成 24 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

宮﨑 隆幸  松尾 功二 

 

1. はじめに 

国土地理院は，測量法に基づき，様々な観測を利用して地球上における我が国の位置の基準を定め

ている．VLBI や GPS などの宇宙測地技術の進展とその国際観測の継続的な実施によって，地表基準

点の幾何学的な三次元位置（経・緯度と楕円体高）が国際的な測地基準系（国際地球基準座標系：ITRF）

において正確に決定され，我が国においても国際的な標準に基づく水平位置の表示が可能となり，2002

年 4 月からは世界測地系が導入された．地球の表面は十数枚のテクトニック・プレートで覆われ，互

いに相対的に移動しているため，地表上のどの地点でも世界測地系における位置が経年的に時間変化

している．また，規模の大きな地震活動などに伴い，地域的な地殻の変形（地殻変動）が複雑に生じ

ている．そのため，世界測地系における日本の測地基準点位置の時間変化を監視し，測地基準系を保

持することが必要となる． 

国土地理院では，VLBI 観測と，全国の電子基準点（GEONET）における GNSS 観測を継続して行

い，基準点位置を監視している．経年的な地殻変動に伴う歪みについては，GEONET の観測に基づき，

基準点の測量成果に対して，セミ･ダイナミックに補正するための地殻変動補正パラメータを定期的に

公表し，測量基準点の位置情報の品質を保持している．また，規模の大きな地震に伴う地殻変動につ

いては，測量成果が現況と適合しなくなった地域における基準点の成果を停止し，改測等を行った上

で成果の改定を行っている． 

2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震は，日本列島の観測史上最大の地殻変動を伴い，

当初の成果停止措置は東北地方から関東甲信越地方に及んだ．その余効変動と見られる地殻変動は

2016 年現在でも東北地方太平洋側を中心として水平方向に最大で 15cm/年ほどに達している．このよ

うな状況下において，現状の地殻変動補正パラメータの年１回の更新頻度で今期座標と観測値の整合

性を保つという対応のありかたについては国土地理院内において議論されているところである． 

本研究では，地震後変動（PSD）を対数関数と指数関数で表現することで，今後数年程度のスパン

でより実測値に近い座標値を予測し，今期座標値との乖離の程度を把握することで地殻変動補正パラ

メータ更新頻度の参考資料とすることを目的として PSD モデルの推定手法を開発した． 

 

2. 研究内容 

通常 PSD モデルのような関数フィッティングの問題には最小二乗法を用いることが多い．しかし，

対数関数や指数関数の時定数を推定パラメータに含めた非線形モデルに対して最小二乗法を適用する

と，繰り返し計算の収束性や得られる解は先験的に与える初期値に強く依存するという問題がある．

本研究ではこの問題を低減するために，マルコフ連鎖モンテカルロ（MCMC）法に基づく PSD モデル

推定手法を新たに開発した． 

ベイズの定理によって得られる推定パラメータの事後分布に従う乱数を多数発生・蓄積することで

各パラメータの確率分布が得られる．本研究では乱数の発生アルゴリズムとしてメトロポリス‐ヘイ

スティング法（Hastings, 1970）を用いた．また分布が多峰性を示す場合に対応するためにパラレルテ
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ンパリング（あるいはレプリカ交換）法（例えば Kimura and Taki, 1991）と呼ばれる拡張アンサンブ

ル MCMC の手法を導入した． 

 

3. 得られた成果 

 本研究の推定手法による PSD モデルのデータ説明能力を検証するために IGS 観測局「TSKB」にお

いて PSD モデルを作成した．TSKB は国際 GNSS 事業（IGS）の観測点のひとつであり，ITRF2014 

（Altamimi et al., 2016）のプロダクトとして PSD モデルが提供されているため，本研究の手法により

推定された PSD モデルと比較が可能である．比較の条件をそろえるために観測データは IGS の second 

reprocessing プロダクト（IGS, 2014）を使用した．図-1 に観測データとそれぞれの PSD モデルの時系

列プロットを示す． 

 

 

図-1 観測値，MCMC 法による PSD モデル，ITRF2014 プロダクトの PSD モデルの時系列プロット． 

縦軸は地心直交座標における位置座標（X,Y,Z）成分で単位は m である． 

 

解析の結果，ITRF2014 と本研究の手法で推定されたそれぞれの PSD モデルと観測値の差の統計は，

ITRF2014 の PSD モデルが X, Y, Z 成分それぞれについて平均（−3.8, −0.5,−1.5）mm，標準偏差が（10.6, 

17.0, 3.9）mm なのに対し，本研究の手法による PSD モデルは平均（3.6, 0.7,1.8）mm，標準偏差が（10.1, 

16.9, 1.7）mm となった．これらの値は，本研究の手法によって推定された PSD モデルが ITRF2014 プ

ロダクトの PSD モデルとほぼ同等のデータ説明能力を有することを示している． 

次に本研究の手法で推定された PSD モデルの予測能力を評価することを目的として，Tobita（2016）

に倣い，観測データをフィッティング期間(地震イベント後の 2 年間)と予測期間(フィッティング期間

以降)に分けて，フィッティング期間のデータを用いて PSD モデルを推定し，予測期間のデータと比

較した．解析は電子基準点「宮古」の GEONET 最終解を使用し，GEONET 全点に共通する測位解の
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ゆらぎを抑えるために電子基準点「福江」を基準とした差分を取った．PSD モデルは対数関数+指数

関数と対数関数+指数関数+対数関数の 2 種類のモデルについて解析することで PSD モデルの時定数を

増やすことで有意に予測能力が向上するかを検討した．図-2 に観測値とそれぞれの PSD モデルの時系

列プロットを示す． 

 

 

図-2 電子基準点「宮古」における観測値，対数+指数モデル，対数+指数+対数モデルによる PSD モ

デルの時系列プロット．上段より東西，南北，上下成分を示す．縦軸は基準日からの各方向成

分の変位量(m)である．フィッティング期間の背景に着色している． 

 

図-2 からは東西，上下成分について対数+指数+対数関数モデルが予測期間データにより近い値を示

している様子がわかる．ふたつの PSD モデルの BIC（Schwarz, 1978）の差（BIC（対数+指数+対数）

−BIC（対数+指数））は東西，南北，上下成分について（−116.2，+32.72，−235.05）であり，推定パラ

メータを増やしたことによる罰則項を考慮しても対数+指数+対数モデルを用いることでデータ予測

能力の向上が見られる． 

図-3 に対数+指数+対数モデルによる PSD モデルと観測値の残差時系列を示す．これによれば水平方

向成分については予測期間開始から 2 年程度は残差が 1cm 以内であり，上下方向成分については予測

期間開始直後から一定の速度で乖離が始まるものの，その差は 2 年間で 2cm ほどである．この結果は

本研究の手法により推定された PSD モデルが地震後 2 年程度であれば今期座標と実測値の差の把握と

いう目的に対して十分有用であることを示している． 
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図-3 対数+指数+対数関数による PSD モデルと観測値の残差時系列．縦軸の単位はメートル(m)． 

フィッティング期間の背景に着色してある． 

 

4. 結論 

PSD モデルを推定する際の初期値依存性を低減し，安定して推定値を得るために MCMC 法を用い

た手法を開発した．IGS 観測局「TSKB」において ITRF2014 の PSD モデルと本研究の手法により推定

された PSD モデルを比較したところほとんど同等のデータ説明能力を持つことがわかった． 

また PSD モデルの予測能力を評価するために電子基準点「宮古」において地震後 2 年間の観測デー

タを用いて対数+指数関数と対数+指数+対数関数のふたつの PSD モデルについて推定を実施した．そ

の結果，東西・上下方向では対数+指数+対数関数のモデルの方が高い予測能力を持つことがわかった．

対数+指数+対数関数による PSD モデルを用いた場合，PSD モデルと実測値の差は予測期間開始から約

2 年間の期間で水平方向成分が 1cm，上下方向成分が 2cm 以内となった． 
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広帯域地殻変動把握のための GNSS 解析手法の最適化に関する研究（第 3 年次） 

 

 

実施期間 平成 26 年度～平成 28 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

中川 弘之 

 

1. はじめに 

日本列島に地殻変動を引き起こす現象には様々な時間スケールのものが存在する．例えば，地震発

生時の断層破壊は数分以下の長さであるのに対し，余効すべりは数ヶ月〜数年の時間スケールを持つ．

また，火山活動についても，深部マグマ溜まりの圧力増加が数ヶ月に及ぶことがあるのに対し，火山

噴火による山体収縮は数時間の時間スケールで発生する．その他，繰り返し発生する巨大地震間のひ

ずみ蓄積を的確に把握するには，数十年〜数百年に及ぶ観測が必要となる． 

このうち，数時間以下の短いスケールの現象を詳細に捉えるには，GNSS スタティック解析より短

い時間間隔で座標時系列を推定する GNSS キネマティック解析が適している．しかし，GNSS キネマ

ティック解析により得られる座標時系列にはとびや揺らぎが存在し，また，GNSS スタティック解析

で得られる座標時系列よりもばらつきが大きい．さらに，異なる解析間でのバイアスも存在する．だ

が，これらの異なる解析手法で得られる座標値や誤差の性質を整合させ，適切に組み合わせることが

出来れば，GNSS スタティック解析の解析時間間隔による制限を受けずに様々な時間スケールで発生

する地殻変動を把握することができる． 

そこで本研究では，広帯域な時間スケールでの地殻変動把握のため，GNSS キネマティック解析で

生じるとびや揺らぎ，ばらつきを軽減した上で，可能な限り GNSS スタティック解析と整合した解を

求める最適な GNSS キネマティック解析手法を検討する． 

 

2. 研究内容 

大規模 GNSS 観測網について，安定したキネマティック解析結果を得る技術，また，スタティック

解析結果と整合した結果を得る技術の開発に向け，障害となる問題の分析と，その解決に向けた開発

要素の明確化を行う． 

平成 28 年度は，オープンソースの GNSS 測位パッケージ RTKLIB v2.4.2（Takasu，2014）において，

アプリオリに与えるパラメータである対流圏天頂遅延量のプロセスノイズについて PPP スタティック

解析の解に最も整合する PPP キネマティック解析の解を与えるような値を，RMS を指標として求めた． 

RTKLIB は，受信機の位置や速度等を含む状態ベクトルを拡張カルマンフィルタにより推定する

（Takasu, 2013）．その際，プロセスノイズとして，対流圏天頂遅延量の標準偏差，基線 10km あたり

の鉛直方向の電離層遅延量の標準偏差， 搬送波バイアスの標準偏差，加えて受信機の速度と加速度を

推定するモードの場合には水平と鉛直の受信機の加速度の標準偏差の値をアプリオリに与えている．

これらの値を大きくすれば，予測誤差を大きく与えることになり，パラメータが「動きやすく」なる

ことを意味し，逆に小さくすればパラメータが動きにくくなることを意味する． 

そこで，最適な対流圏天頂遅延量の標準偏差の値を求めるために，地殻変動の影響を受けていない

電子基準点の観測データを用いて，この値を変化させて PPP キネマティック解析を実施し，PPP スタ

ティック解析の解に対する解の時系列の RMS を最小とする様なパラメータを求めることとした． 

解析は電子基準点「稚内」（940001），「羽幌」（940003），「えりも 1」（940019），「天塩」（950104）
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の 4 点についておこなった．これらの電子基準点の 1 秒データ及びこれを 30 秒に間引いたデータにつ

いて，2016 年 11 月 13 日～19 日の 1 週間分の PPP スタティック解析及び PPP キネマティック解析を

実施し，結果を比較した．  

 

3. 得られた成果 

図-1 に 30 秒解析についての対流圏天頂遅延量の標準偏差と RMS のグラフを，図-2 に 1 秒解析につ

いてのグラフを示す． 

30 秒解析については，上下成分は全ての観測点において，1.00E-04m/s1/2 から 5.00E-05m/s1/2 の場合

に RMS が最小になる傾向が見られる．一方，水平成分は 1.00E-04m/s1/2 から 5.00E-05 m/s1/2 までは RMS

が減少していき，その後は同程度で推移するか，再び上昇に転じる傾向がある．したがって，30 秒解

析の場合には，対流圏天頂遅延量の標準偏差は 1.00E-04m/s1/2 もしくは 5.00E-05 m/s1/2 に設定すること

が適切であると考えられる．実際，RTKLIB のデフォルト値は 1.00E-04m/s1/2 となっており，この値が

妥当であることが確認された． 

 

 

 
図-1 30 秒解析における東向き成分，北向き成分及び上向き成分の，PPP スタティック解に対する PPP キネ

マティック解の RMS と対流圏天頂遅延量の標準偏差の関係．解析期間は 2016 年 11 月 13 日～19 日． 

 

一方，1 秒解析では，上下成分は全ての観測点で，1.00E-05m/s1/2 か 5.00E-06m/s1/2 の場合に RMS が

最小になっており，30 秒解析の場合よりも小さくなっている．水平成分については最小値がはっきり
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としないが，およそ 1.00E-05m/s1/2 までは減少し，それ以上の値で RMS 値が一定値もしくは増加に転

じる傾向が見える．これらのことから，1 秒解析の場合には，対流圏天頂遅延量の標準偏差は 30 秒解

析の場合の最適値よりも小さく，1.00E-05m/s1/2 程度に設定することが適切であると考えられる． 

 

 

 
図-2 1 秒解析における東向き成分，北向き成分及び上向き成分の，PPP スタティック解に対する PPP キネマ

ティック解の RMS と対流圏天頂遅延量の標準偏差の関係．解析期間は 2016 年 11 月 13 日～19 日． 

 

4. 結論 

RTKLIB v2.4.2 において，実際の電子基準点データの試験解析により，アプリオリに与える対流圏

天頂遅延量のプロセスノイズの最適な値を，PPP スタティック解析の解に対する PPP キネマティック

解析の時系列の RMS を最も小さくする値として求めた．その結果， 30 秒解析の場合にはデフォルト

値である 1.00E-04m/s1/2 から 5.00E-05 m/s1/2 にすることが適当であることが確認された．一方，1 秒解

析の場合にはこれより小さな 1.00E-05m/s1/2 程度に設定する方が適切であることが判明した． 

 

参考文献 

Takasu, T. (2013): RTKLIB ver. 2.4.2 Manual, http://www.rtklib.com/prog/manual_2.4.2.pdf (accessed 1

3 Feb. 2017). 

Takasu, T. (2014): RTKLIB: An Open Source Program Package for GNSS Positioning, http://www.rtkli

b.com (accessed 13 Feb. 2017). 
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GEONET の解析戦略の高度化に関する研究（第 3 年次） 
 
 

実施期間 平成 26 年度～平成 28 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

宗包 浩志 

 

1. はじめに 

GEONET の定常解析システムは，日本列島の地殻変動の監視や種々の応用に欠かせない基礎データ

を生み出している．現行の解析システム（以下「F3 解析システム」という．）は，初代のシステム以

来 3 回の主要な改良を経た，第 4 版にあたるものである．この F3 解析システムが運用を開始した 2009

年から 5 年が経過し，その問題点や懸案が蓄積されてきた．例えば，F3 解析システムで採用されてい

る参照系や対流圏遅延モデルはやや古く，現在はより新しい参照系及びモデルが用いられるようにな

っている．また，GEONET のマルチ GNSS 対応化により取得されるようになった，GLONASS 等のデ

ータを定常解析に取り入れることによる精度向上も期待される．これらを踏まえて，本研究は，第 5

版の定常解析システムの構築に向けた新たな解析戦略の確立を目的とする． 

 

2. 研究内容 

現行の定常解析の問題点及び最新の技術動向を踏まえ，問題点の解決，解析戦略の高度化を図り，

新たな解析戦略を確立する．GEONET の定常解析戦略の改良に向けた評価と検討を行い，最新の解析

ソフトウェアと解析戦略に基づき，定常解析（最終解析，速報解析，迅速解析）を対象とする解析シ

ステムのプロトタイプを構築し，改良効果を評価する． 

今年度は，次世代の定常解析解を評価するための比較用の解析解として，精密単独測位法（以下「PPP」

という．）に基づく電子基準点連続解析システムを構築し，その座標解の評価を行う． 

 

3. 得られた成果 

今回試作したシステムは，補正情報生成部及び測位部から構成される．補正情報生成部は，PPP に

必要となる補正情報（衛星位置，衛星時計及び FCB）を生成する部分である．また，測位部は，生成

された補正情報を用いて GNSS データの PPP キネマティック解析を行う部分である． 

本システムでは，補正情報生成部については宇宙航空研究開発機構で開発されたソフトウェア

MADOCA（高須ほか, 2013）を導入した．MADOCA は``Multi-GNSS Advanced Demonstration tool for 

Orbit and Clock Analysis’’の略称であり，マルチ GNSS 対応の PPP 補正情報推定ソフトウェアである．

また，測位部としては，オープンソースの測位ソフトウェア RTKLIB version 2.4.3（Takasu, 2014）を

導入した．解析を行う衛星は，GPS と GLONASS である．座標解は，30 秒間隔のキネマティック解と

して得られ，それを 1 日平均することで，日々の座標解が得られる．システムの詳細については宗包

（2017）を参照されたい． 

図-1 に，電子基準点つくば 2A（022006）について，本システムで得られた日々の座標解と，IGS か

ら公開されている座標解のなかで最も精度がよい結合解を比較したものを示す．両者ともに座標系は

IGS08 に準拠している．東西成分で 3−6 月にかけてややずれが目立つがそれ以外ではその差はほぼ一

定であり，両者は概ね整合していると言える．両者の相対差の平均値は 6.4mm，そのばらつきは 3.3mm

とごくわずかである． 
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次に，現行の定常解析の F3 解析システムとの比較を行う．図-2 に，図-1 と同じ観測点，同じ期間

で，参照基準点を電子基準点小松（950255）にとった場合の座標変化を示す．得られる座標変化は F3

解析システムのものとほぼ一致しており，つくばにおける季節的上下変動（Munekane et al, 2004）を

正しく捉えている．また，IGS 結合解との比較の際に見られた 3−6 月にかけてのずれの増大は見られ

ない．このように，参照基準点を適切にとることで，本システムの解は F3 解析システムとほぼ同等の

精度を有すると言える． 

  

図-1 電子基準点つくば 2A（022006）における，本システムの座標解及び IGS 結合解の比較． 

  

      

図-2 参照基準点（電子基準点小松（950255））に対する電子基準点つくば 2A（022006）の 2015

年 1 年間の座標変化（線形トレンド除去後）．  
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4. 結論 

本研究では，PPP により電子基準点データから定常的に座標解を生成するシステムを構築した．得

られた座標解は，IGS08 に準拠しており，IGS から公開されている座標解のなかで最も精度がよい結

合解とほぼ一致している．また，参照基準点を用いた相対的な座標変化では，定常解析の F3 解析シス

テムとほぼ同等の精度を有する． 

 今後次世代の定常解析システムを構築するにあたり，マルチ GNSS での解析解の評価や，座標系の

固定方法の評価において，本システムの解が比較用の解析解として用いられることを期待する． 

 

参考文献 

宗包浩志 (2017)：電子基準点精密単独測位キネマティック解析プロトタイプシステムの構築，国土

地理院時報，129，印刷中． 

Munekane, H., M. Tobita, and K. Takashima（2004）: Groundwater-induced vertical movements observ

ed in Tsukuba, Japan, Geophys. Res. Lett., 31, L12608, doi:10.1029/2004GL020158. 

Takasu T（2014）:RTKLIB: An Open Source Program Package for GNSS Positioning，http://www.rtkli

b.com（accessed 10 Mar. 2015）． 

高須知二，安田明生, 小暮聡, 中村信一, 三吉基之, 河手香織, 平原康孝, 澤村寿一（2013）：複数

GNSS 対応高軌道時刻推定ツール MADOCA の開発，第 57 回宇宙科学技術連合講演会講演集． 
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GEONET の座標時系列に含まれる誤差に関する研究（第 4 年次） 
 

 

実施期間 平成 27 年度～平成 28 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

宗包 浩志 

 

1. はじめに 

国土地理院では，GEONET で観測されるデータを定常的に解析しており，その結果得られる地殻

変動情報は，地震や火山活動の解明や防災活動の支援に重要な情報として活用されている．GEONET

の解析結果には様々な誤差が含まれており，そのために，信頼性の高い地殻変動を速やかに把握す

る上で障害となる場合がある．   

GEONET の解析に含まれる誤差については，特別研究「地殻変動監視能力向上のための電子基準

点誤差分析の高度化に関する研究」をはじめ，先行研究において詳しく分析されてきた．それによ

ると，誤差要因のうち主要なものはマルチパス誤差及び大気擾乱に伴う誤差である．また，最近で

は電子基準点の一部において，近隣の携帯電話の基地局からの電波による干渉によると推察される

誤差が観測され，問題となっている．これらの誤差については，ある程度定性的な評価が可能にな

ったものの，定量的な評価にはまだ至っていない．  

そこで，本研究では，GEONET の解析における測位精度向上のため，前述の誤差要因について，

定性的な理解をさらに深めるとともに，定量的な評価手法について検討を行う．  

 

2. 研究内容 

GEONET の解析に含まれる，マルチパス誤差，大気擾乱に伴う誤差や携帯電話の基地局からの電波

干渉による誤差などについて，定性的な理解をさらに深めるとともに，定量的な評価手法について検

討を行う．  

本年度は GEONET のキネマティック座標解の誤差スペクトルについて，1 秒解と 30 秒解との比較

を行った結果について報告する． 

 

3. 得られた成果 

座標解の生成には，精密単独測位法（Precise Point Positioning; PPP）を用い，補正情報としては電子

基準点精密単独測位キネマティック解析プロトタイプシステム（宗包，2017）で生成されたものを用

いた．また，PPP による座標解生成には，RTKLIB 2.4.3（Takasu, 2014）を用いた． 

図-1 に，電子基準点稚内(940001)の，2016 年 9 月 1 日の 1 日分の座標解を示す．30 秒解，1 秒解と

もに精度よく計算されていることが分かる．座標解の再現性は，30 秒解で（de，dn，du）=（0.0063，

0.0065，0.0200）（m），1 秒解で（de，dn，du）=（0.0086，0.0069，0.0019）（m）であった． 

図-2 に Lomb-Scargle 法により計算された両者のスペクトルを示す．上下成分のみを示しているが，

他の成分でもほぼ同様の傾向が見られる．特徴としては，まず周波数が 0.0001～0.002Hz（周期 10000

秒～500 秒）にかけて，スペクトルが傾きを有していることが挙げられる．このことは，この周期帯

で誤差が白色ではないことを示している．また，周期 0.002Hz～0.03Hz（周期 1000 秒～30 秒）にかけ

ては，ほぼ白色雑音とみなしてよいが，1 秒解の 0.03Hz 以下の帯域ではふたたびスペクトルに顕著な

傾きが見られるようになる．この挙動は Genrich and Bock（2006）で報告されている相対測位のキネマ
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ティック座標解のスペクトルとほぼ一致している． 

 

 

図-1 電子基準点稚内の，2016 年 9 月 1 日のキネマティック座標解． 

 

 

図-2 電子基準点稚内のキネマティック座標解のスペクトル．  

 

4. 結論 

PPP で生成されたキネマティック座標解のスペクトル解析を行った．その結果，PPP のキネマティ

ック座標解は，0.0001～0.002Hz（周期 10000 秒～500 秒），0.03Hz 以下（周期 30 秒以下）の帯域で，

スペクトルグラフ上で傾きをもつ（有色雑音である），という重要な特性が明らかになった． 

 

参考文献 

Genrich, J. F., and Y. Bock（2006）：Instantaneous geodetic positioning with 10–50 Hz GPS measurem

ents: Noise characteristics and implications for monitoring networks, J. Geophys. Res., 111, B03403,

 doi:10.1029/2005JB003617. 
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宗包浩志 (2017)：電子基準点精密単独測位キネマティック解析プロトタイプシステムの構築，国土

地理院時報，129，印刷中． 

Takasu T（2014）：RTKLIB: An Open Source Program Package for GNSS Positioning，http://www.rtkli

b.com（accessed 10 Mar. 2015）． 
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ジオイドと重力場の時間変動抽出と機構解明に関する研究（第 1 年次） 
 

 

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

宮﨑 隆幸  松尾 功二 

 

1. はじめに 

地球の形状の近似としての準拠楕円体及びそれに基づいて定義される緯度・経度・楕円体高といっ

た座標値を複雑な形状を持つ現実の地球へ適切に関連付けるためには地球の物理的性質である重力場

を用いる必要がある．重力場の等ポテンシャル面のひとつとして定義されたジオイドからの距離が標

高であるため，特に高さに関しては重力場の影響は大きく，純粋に幾何学的に決定された楕円体高か

ら日常生活に不可欠な標高の値を正確に得るためには精密なジオイドが必要となる．近年 GNSS 観測

による標高決定手法が普及し，高さの基準としてのジオイドの重要性は一層増している． 

地球の重力場およびジオイドは地球内部の質量分布を反映して空間的に大きく変動するが，定常的

な地殻変動や地震による質量の再配分によって時間的にも変動する．そのような重力及びジオイドの

時間変化をモデルとして表現することで，重力・ジオイドの場はある基準時刻における場とそれから

の変動場に分離され，より厳密に測地基準系を定義するための基礎を与える．また変動場を監視する

ことで高さの基準としてのジオイドへの地震や定常的な地殻変動といった様々な要因の寄与を把握し，

測地基準系の維持・管理へ反映することができる． 

本研究は重力やジオイドの時間変化に関する地球物理学の知見に，衛星重力測定，衛星アルチメー

タ，地上重力測定，地殻変動などの多様な測地観測データを同化することで重力及びジオイドの場の

時間変化モデルを作成し，測地基準系の維持のための参照資料とするとともに時間変化の要因に対す

る解釈を与えることを目的とする．第 1 年次に当たる平成 28 年度は，異なる時期に観測された地上重

力データを最新の重力データに整合させる手法の開発を実施した． 

 

2. 研究内容 

 1976 年に日本重力基準網 1975（Japan Gravity Standardization Net. 1975 :JGSN75）（国土地理院, 1976）

が公開されて以来，JGSN75 は 40 年近くにわたり国内の重力値の基準として用いられてきたが，構築

以降現在までに発生した地震や定常的な地殻変動によって各観測点の重力値は変動している．また国

土地理院は，重力測定技術の進展を背景に，平成 28 年度末により高精度な日本の重力基準網 JGSN2016

を公表するが，JGSN2016 と JGSN75 には観測に使用した器機やデータの処理方法に相違があり，一般

には JGSN2016 成果値と JGSN75 成果値は観測誤差の範囲で一致しない．過去に実施された重力観測

のほとんどは JGSN75 に準拠して実施されており，これを現在の重力基準である JGSN2016 へ整合さ

せることは重力データ資産の活用の観点から喫緊の課題である． 

 本研究では過去の重力データを最新の重力データへ整合させるために，重力の成果値の差が，地殻

変動の寄与と，二つの重力基準系の間に構築当初から存在する較差（システムオフセット）の和で表

現されると仮定した．このうち地殻変動の寄与に関しては，地震や定常的な地殻変動による観測点の

上下変位と地震による質量の再配分の効果を想定した．地殻変動の寄与で説明できない成果値の差を

システムオフセットであると考えて，クリギング法（たとえば Journel and Huijbregts, 1978）による空

間補間計算を実施した． 
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 地殻変動の寄与のうち観測点の上下変動に関しては，1970 年から 2002 年までの上下変動場を水準

測量データから，2003 年以降の上下変動場を GEONET の最終解（中川ほか, 2009）から求め，それぞ

れをクリギング法により格子化した．また地震による質量の再配分の寄与については，Okubo（1992） 

の方法により矩形断層モデルを用いた重力変化のフォワード計算を実施した．計算には国土地理院が

公表している矩形断層モデルを使用し，国土地理院が断層モデルを公表していないもののうち Mw6.0

以上の地震に関しては日本の地震断層パラメター・ハンドブック（佐藤ほか, 1989）に記載されてい

る矩形断層モデルを使用した． 

 

3. 得られた成果 

図-1 に観測点の上下変位と地震による質量の再配分による重力変化を示す．変動を考慮した期間は

1970 年から 2016 年までである．東海から西日本の太平洋側ではフィリピン海プレートの沈み込みに

伴う定常的な隆起の影響により観測点の重力値は 0.01mGal のオーダーで小さくなる．平成 23 年（2011

年）東北地方太平洋沖地震によって東北地方太平洋沿岸は場所によっては 1m を超える沈下が見られ

たが，質量の再配分の効果は重力が減少する方向に働いたためにトータルでは 0.2mGal を超えるよう

な著しい重力値の変化は起きていない．一方，平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震や平成 28 年

（2016 年）熊本地震では局所的に大きく重力値が変動している様子が見られ，内陸型地震では断層の

ジオメトリにもよるものの，質量の再配分の効果より観測点の上下変位の影響を強く受ける傾向があ

る．また，関東に見られる局所的な重力値の正の変化は工業用地下水のくみ上げによる地盤沈下を反

映したものと考えられる． 

 

 
 

図-1 地殻変動による重力値の変化（単位：mGal），コンター間隔 0.01mGal. 
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図-2 に，地殻変動の寄与とシステムオフセットの推定計算結果の和として得られた重力変化モデル

と，実際の重力成果値の差との差（残差）の空間分布を示す．また図-3 に重力変化モデルを適用する

前と後の残差のヒストグラムを示す．図-2 からは一部に残差が大きな観測点が見られるものの，おお

むね 0.01mGal のオーダーで正負がランダムに分布しており，空間的なコヒーレンスが小さいことがわ

かる．図-3 からは，重力変化モデルを適用することによって負に偏っていた残差の分布が 0 付近に是

正されることがわかる．また重力変化モデル適用前の重力成果値差の標準偏差は 0.060mGal であるの

に対して重力変化モデルを適用した残差の標準偏差は 0.047mGal となった．この結果は重力変化を説

明する要素として観測点の上下変位と地震時の質量の再配分を考慮することが有効であることを示唆

している． 

 

 

 

図-2 重力変化モデルと重力成果値差の差（残差）の空間分布．正の値をグレー，負の値を黒で示す． 

 

0.1mGal 
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図-3 重力成果値差（白）と残差（グレー）のヒストグラム．横軸は重力差（単位：mGal）を表し，

縦軸は頻度を表す． 

 

4. 結論 

過去の重力データを現在の重力データと整合させることを目的として，重力変動モデルとシステム

オフセットモデルの推定を実施した．重力変動モデルとして観測点の上下変位と地震による質量の再

配分を考慮することで過去の重力データは標準偏差約 0.05mGal の精度で現在の重力データと整合し

た． 
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衛星高度計を用いた海面形状の高精度決定に関する研究（第 1 年次） 
 

  

実施期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

松尾 功二   

 

1. はじめに 

人工衛星搭載の海面高度計（以下「衛星高度計」という．）の台頭により，地球上のあらゆる海域の

表面形状を効率的かつ高精度に計測できるようになった．衛星高度計とは，衛星直下にマイクロ波を

照射し，地表で反射し再帰するまでの時間を計測することで，衛星－地表間の高度を測る計測機器で

ある．その精度は，海面変動が穏やかな海域であれば 1-2cm に迫る．しかしながら，海面変動が激し

い海域では計測精度が大きく低下する．具体的には，海流速度が速い領域や，急峻な地形が隣接する

沿岸地域などで精度低下が見られる． 

海面変動は，質量再分配や地殻荷重変位を通じて，地上の測地観測データ（GNSS，水準，重力）

に顕著な影響を及ぼす．そのため，地震や火山活動に関連した微細な地殻・重力変動を捉えるために

は，その影響を正確に補正する必要がある．日本周辺の海面変動は，これまで主に験潮観測で計測さ

れてきたが，観測点数は数十点と限られているため，これのみで全容を把握することは不可能である． 

そこで本研究では，衛星高度計を活用し，日本周辺の海面変動を高精度かつ網羅的に計測する．最

新の衛星高度データに最先端の解析手法を適用することで，沿岸部を含む全ての海域の海面変動を高

い精度で導出する．そして，そのデータに基づき，海面変動が測地データに及ぼす影響を詳細にモデ

ル化すること試みる． 

 

2. 研究内容 

本年度は，海外の解析センターが提供する処理済みの衛星高度データが，どの程度の精度を有する

か験潮データと比較することで調査した．使用した衛星高度データは，オーストラリア連邦科学産業

研究機構（CSIRO）が提供する二次処理済みのデータである．データ期間は 2003 年 1 月から 2016 年

6 月までで，データ間隔は 1 ヶ月である．空間分解能は，1 度×1 度である．マイクロ波の電波遅延は，

電離層は二重位相差による線形結合によって，乾燥大気は ECMWF 大気モデルによって，湿潤大気は

衛星搭載のラジオメータによって補正されている．潮汐の影響は，海洋潮汐と荷重変位は GOT4v8 モ

デルによって，極潮汐と固体潮汐は Geophysical Data Record により補正されている．Inverse barometer 

（IB）と風応力の影響は，ECMWF モデルと MOG2D 海洋モデルによって補正されている． 

験潮データは，国土地理院が提供する 25 点のデータを用いた．大気圧の影響は，静水圧平衡の式を

用いて補正し，地殻変動の影響は GNSS データを用いて補正した． 

図-1 に，衛星高度データと験潮データとの間の相関係数と標準偏差の分布を示す．日本海側では，

相関係数が高く，標準偏差が小さい．一方，太平洋側では，相関係数が低く，標準偏差が大きい．す

なわち，日本海側では両者は良く一致し，太平洋側ではあまり一致しないと言える．日本海側の標準

偏差は平均で約 43 mm，太平洋側は平均で約 103 mm，全体平均で 67 mm となった． 

図-2 に，衛星高度データと験潮データの比較例を示す．いずれの例も，年周変化については，位相

はよい一致を示している．振幅についても，衛星高度データの方が，やや小さい傾向が見えるものの，

おおむね一致している．一方で，数年周期の年々変動については，あまり一致していない．この傾向
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は特に，太平洋側の関東以南で顕著である．これらの地域では，衛星高度データは数年周期の大きな

うねりを示すが，験潮データはその変化はわずかである．衛星高度データと験潮データの不一致の原

因として二つ考えられる．一つは，衛星高度データの空間分解能である．空間分解能は１度間隔であ

るため，厳密には験潮データとの位置が一致していない．特に，関東の験潮場の多くは湾内にあるた

め，最大で約 50km のズレが生じるうえ，衛星高度データの精度も悪い．もう一つの原因は，太平洋

側の特に関東以南では海流変化が大きい点である．これは，黒潮の活発な流動によるものである．そ

のため，これらの地域では，観測点のズレの影響が特に大きく現れると考えられる． 

 

3. 結論 

 CSIRO が提供する処理済みの衛星高度データと国土地理院が提供する験潮データを比較すること

で，衛星高度データの精度検証を行った．その結果，日本海側ではよく一致し平均で約 43 mm の標準

偏差，太平洋側ではあまり一致せず平均で約 103 mm の標準偏差，そして全体平均で約 67 mm の標準

偏差となった．両者の不一致の原因は主に，衛星高度データの沿岸部における精度低下と，二つのデ

ータの観測位置のズレが考えられる．特に，太平洋側は黒潮により海面変動が顕著であることから，

これらの影響が強く現れ，ズレが大きくなるようである．そのため今後は，衛星高度計の生データま

たは一次処理データに対し，帯域フィルターの適用や異常データの除去、クロスオーバー点の抽出等

を施すことで，沿岸部における衛星高度データの品質を向上させ，日本周辺域における海面変動を高

精度に導出することを目標とする． 

 

 

図-1 衛星高度データと験潮データの相関係数（左）と標準偏差（右）． 
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図-2 油壺，勝浦，仮屋，飛島における衛星高度データと験潮データの時系列．灰色の線が験潮データ，

黒色の線が衛星高度データである．いずれのデータも IB 成分は補正済みである． 
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小型 GNSS 測量機による測位精度の向上に関する研究（第 1 年次） 
 

         

実施期間 平成 28 年度～平成 31 年度 

地理地殻活動研究センター 

宇宙測地研究室 

 

宮﨑 隆幸 

 

1. はじめに 

国土地理院は日本全国に約 1300 点の GNSS 連続観測システム（GEONET）（中川ほか，2009）観測

点を整備し，その観測データ及び解析結果を提供することで正確な位置の基準を与えている．これに

加えて地震発生時には GEONET の観測データから速やかに地殻変動量を算出して速報として発表し，

変動量が著しい場合には GEONET 観測データから地震断層モデルを算出するなどしている． 

GEONET 観測点の平均点間隔は約 20km であり，測量の位置の基準としては十分な空間密度で配置

されている．また海溝型地震のような空間スケールの大きな地震イベントに対しても十分な検知能力

を持つ．しかし空間スケールが比較的小さい内陸型地震においては GEONET 観測点が必ずしも地震

断層近傍に存在するとは限らず，ごく少数の観測点において小さな変動シグナルしか得られないこと

がある． 

電源の問題を始めとした観測条件が厳しい地域における地殻変動監視のための GNSS 連続観測を目

的として国土地理院は GNSS 火山変動リモート観測装置（Remote GNSS Monitoring System: REGMOS）  

を開発した（平岡ほか，2011）．REGMOS は活動的火山の山頂付近に設置することを念頭に開発され

ており，太陽電池より電源を得て GNSS データを取得し，衛星電話サービスを用いて監視局へデータ

を送信することで電源・通信などのインフラが整備されていない地域での連続観測を可能とする．さ

らに低温と激しい風雪に耐えるために様々な工夫が加えられたことによって GNSS 連続観測が可能な

領域を大幅に拡大した．しかしその一方，厳しい観測環境に耐える要求を満たすためにその重量は 1t

弱となり，製造コストと設置の労力の観点から，これを用いて GNSS 連続観測点数を劇的に増加させ

ることは難しい． 

本研究では市販の低価格な GNSS 受信機モジュールおよび小型 GNSS アンテナを用いて製造コスト

と設置の労力を低減することで，測位性能を極力維持しつつ観測点数の大幅な拡大が可能な簡易型

GNSS 連続観測装置及びそれを用いた観測データの解析手法を開発することを目的として技術開発を

実施する．第 1 年次にあたる平成 28 年度は市販の低価格 GNSS 受信機モジュールの測位性能評価を

実施した． 

 

2. 研究内容 

 本研究では市販の GNSS 受信機モジュールおよび GNSS 受信アンテナとして，スイス NVS 社の

NV08C-EVK-CSM（以下「NV08C 評価キット」という．）を使用した．NV08C 評価キットは GPS，

GLONASS，GALILEO, BeiDou 及び SBAS の各種測位信号（1 周波）を受信可能であり，また特定の操

作によって各種 GNSS の搬送波位相の情報を含む受信機 raw データを出力することができる．GNSS

の搬送波位相を用いて干渉測位を実施することで，短い基線においてはスタティック測位であれば数

mm，キネマティック測位であれば数 cm レベルの精度で位置決定が可能となることが期待できる． 

今回の測位性能評価では精密測量分野で一般的に使用されている GNSS 測量機である Trimble 社 R7 

GNSS 受信機及び Zephyr Geodetic model2 アンテナ（以下「R7 GNSS」と総称する．）を比較の参照と
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して NV08C 評価キットの測位性能を評価した．測位解析には RTKLIB2.4.2（高須ほか, 2007）を使用

し，いくつかの解析条件を試行することで測位性能の変化を把握することとした． 

NV08C 評価キットから受信機 raw データを出力するためには NVS 社が公表している BINR プロト

コルに則って受信機へコマンドを送信して設定を行う必要がある．この設定を実施するために python

言語及びそのシリアル通信モジュール pyserial を用いて以下の簡単なプログラムを実行した． 

 

 

 

ただし上記コードは Windows 系 OS における接続ポートが COM4，ボーレートが 115200，出力時間

間隔が 1 秒（0x10）の場合なので設定したい内容に合わせて適宜読み替える必要がある．例えば Linux

系 OS で/dev/ttyUSB0 に受信機が接続された場合は port=’/dev/ttyUSB0’などとする．また本体側

の出力設定はジャンパーピンを組み替えてハードウェア上であらかじめ設定しておく． 

NV08C 評価キットの受信機 raw データは RTKLIB2.4.2 でサポートされたバイナリデータであるた

め，RTKLIB に含まれる rtkconv（または convbin）アプリケーションによって RINEX フォーマットへ

変換できる．その RINEX ファイルを用いて rtkpost（または rnx2rtkp）アプリケーションを用いて後処

理測位解析する． 

 測位性能評価に使用する観測データは 2017 年 2 月 16 日 13:25 から同日 14:30 に国土地理院構内で

取得した． NV08C 評価キットによる観測終了後に三脚のセッティングはそのままの状態で R7 GNSS

による観測を同日 14:36 から 15:45 まで実施した． 

 解析の条件は一般的な測位において標準的と思われるパターン(A)と国際 GNSS 事業（IGS）より提

供される各種精密解析用プロダクトを使用したパターン(B)について実施した．両パターンの詳細を

表-1 に示す．測位のモードはスタティックと後処理キネマティックについて試行した．その際の基準

観測局として電子基準点「八郷」を使用した．基線長は約 19km である．以後、これらの解析条件の

組み合わせをスタティック(A)などと表記する． 

 

表-1 解析条件 

 パターン(A) パターン(B) 

衛星軌道 放送暦 IGS 速報(igr)暦 

衛星時計誤差 なし 精密衛星時計 

電離層遅延 放送暦 IONEX TEC 

大気遅延 Sasstamoinen モデル Sasstamoinen モデル 

地球回転パラメータ なし あり 

海洋潮汐荷重変形 なし あり 

import serial as s 

ser=s.Serial(port=’COM4’,baudrate=115200) 

ser.write(b’$PORZA,0,115200,3*7E¥r¥n’) 

ser.close() 

command=bytearray([0x10,0xF4,0x0A,0x10,0x03]) 

ser=s.Serial(port=’COM4’,baudrate=115200,parity=s.PARITY_ODD) 

ser.write(command) 

ser.close() 
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3. 得られた成果 

 各解析条件における測位結果を以下の表-2 から表-5 及び図-1 から図-2 に示す．スタティック測位で

はいずれの条件でも水平成分に関しては 2cm 以内で整合した値が得られた．一方上下方向に関しては

NV08C 評価キットで 8.8cm，R7 GNSS で 4.1cm 程度の差がパターン（A）とパターン（B）の間で見ら

れた．また受信機間の差はパターン（B）の方が小さくなり，位置決定がより安定することが推察され

る． 

 キネマティック測位では初期化時間を，観測開始から初めて 5 エポック連続で fix 解が得られたと

きの最初のエポックまでの時間と定義した．この場合の初期化時間は両受信機ともパターン（A）の

方が有意に短時間で初期化される結果となった．ただしパターン（A）では初期化後に再び float 解を

得ることがあったが，パターン（B）では一度初期化されたあとは float 解になることはなかった．そ

れぞれのパターンでは R7 GNSS の方がやや早く初期化している．標準偏差は NV08C 評価キットでは

両パターン間で大きな差は見られないが，R7 GNSS ではパターン（A）に対してパターン（B）では大

きく改善している． 

 図-1 及び図-2 はそれぞれ NV08C 評価キットと R7 GNSS の解析条件キネマティック（B）における

初期化後の時系列プロットである．既に述べたように初期化後は全てのエポックで fix 解が得られて

いる．各時系列プロットは各成分とも約 4cm 以内で安定している様子が見られる． 

 

表-2 解析条件スタティック（A）の場合の測位結果 

 NV08C 評価キット R7 GNSS Diff. 

緯度(dms) 36 06 20.56635 36 06 20.56681 -0.00046(sec) 

経度(dms) 140 05 07.95241 140 05 07.95234 -0.0007(sec) 

楕円体高(m) 66.6996 66.7368 -0.0372 

 

表-3 解析条件スタティック（B）の場合の測位結果  

 NV08C 評価キット R7 GNSS Diff. 

緯度(dms) 36 06 20.56645 36 06 20.56632 0.00013(sec) 

経度(dms) 140 05 07.95238 140 05 07.95242 -0.0004(sec) 

楕円体高(m) 66.7877 66.7777 0.0100 

 

表-4 解析条件キネマティック（A）の場合の初期化時間及び標準偏差 

 NV08C 評価キット R7 GNSS 

初期化時間 6 分 3 分 

標準偏差(E,N,U) (8.2,12.6,24.0)mm (10.1,14.8,17.1)mm 

 

表-5 解析条件キネマティック（B）の場合の初期化時間及び標準偏差 

 NV08C 評価キット R7 GNSS 

初期化時間 30 分 23 分 

標準偏差(E,N,U) (9.7,9.8,26.2)mm (5.0,10.8,11.8)mm 
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図-1 NV08C 評価キットによる解析条件キネマティック（B）における観測時系列プロット 

 

 

図-2  R7 GNSS による解析条件キネマティック（B）における観測時系列プロット 

 

4. 結論 

市販の小型 GNSS 受信機及びアンテナ NV08C 評価キットを用いて電子基準点「八郷」を基準局と

したスタティック及びキネマティック解析を実施し，測量用 GNSS 測量機 R7 GNSS を使用した場合

の結果と比較した．スタティック測位において NV08C 評価キットの測位結果は R7 GNSS の測位結果

と数 cm 以内で一致した．キネマティック解析では NV08C 評価キットは R7 GNSS との比較で安定性

や初期化時間などでやや劣るものの，fix 解が得られれば地殻変動の監視にも適用できる精度で位置決

定が可能である． 
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